





























































ようとする多様な研究が国内外で行われてきた。非営利組織である Climate Counts は、 
Reviews（地球温暖化への寄与度の測定）、Reduce（地球温暖化の影響の削減）、Policy 
Stance（気候関連の先進的な法律に対する支持）、Report （気候変動に対する対応活動の
情報公開） の４つの範疇によって構成される Scorecard of Climate Counts を開発して気
候変動に対する企業の対応レベルを評価し、その結果を発表している。
　E3G（Third Generation Environmentalism）と豪州の Climate Institute は低炭素競争
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力指数（Low Carbon Competitiveness）を開発して G20 の国家の低炭素競争力を評価し








スをどの程度削減しているのかを CO2 の総排出量、CO2 源単位、エネルギー源単位、新
再生エネルギーの電力生産量などの指標で評価するものであるのに対し、グリーン産業化
指数はグリーン技術及び環境にやさしい製品のビジネスモデルを創出するための政府と企
業の潜在的能力を政策の一貫性、環境政策の効率性、Local Agenda 21 Initiatives、科学
技術、環境技術の革新、EcoValue 21、ISO 14001 などの指標で評価する。韓国は 15 カ国
のうち、11 位であると評価されている。
　DJSI（Dow Jones Sustainability Index）は、各産業を牽引する企業の成果を評価する
ために 1999 年に初めて算出された。DJSI はグローバル、北米、ヨーロッパのインデッ
クスで構成されており、その下位指数を設けているが、その代表的なものが Dow Jones 
Sustainability World Index である。DJSI の評価機関は SAM Index 社であり、持続可能
性評価及び数量化は SAM Research 社が遂行している。
　FTSE4Good Index は、企業の社会的責任の履行度を投資家が評価し、投資の基準と
するために 2001 年に制定された。もっとも代表的なものが FTSE4Good Global 100 指
数であり、評価はイギリスの EIRIS 社が担当している。FTSE4Good Global 100 指数は 
FTSE4Good Global 指数から選び出された 100 項目によって構成されており、DJSI World
のように発行株式数を加重値として用いている。構成項目の選定は母集団である FTSE 































































for firm strategy and rivalry）」「需要条件（demand conditions）」「関連・支援産業 （related 



















































































































































要素 技術 製品 市場構造 外部要因
気候変動
影響要因
物理的影響 ◎ ○ ○
規制の影響 ◎ ◎ ○ ○
固定資産の影響 ◎ ◎

























・  GHG 集約度：エネルギー消費の単位当温室効
果ガス排出量（tCO2/toe）








































・ CDM 参加：CDM 事業規模










































































 ωiXi　（ωi ：指標 Xi に適用される加重値）
　　　　Y ＝Σ
j
 WiYi　（Wi ：下位指数 Yi に適用される加重値）
　本研究では、専門家を対象としたアンケート調査を通じてサブテーマ及びテーマ別加重
値を決定し、集計の過程で適用した。加重値調査は産業界、学界、NGO 専門家 50 人を対
テーマ サブテーマ
A 気候リスク 25%
１. 要素リスク 50% （45.5%）
２. 技術リスク 50% （54.5%）
B 気候パフォーマンス 30%
１. 気候マネジメント 50% （48.0%）
２. GHG 低減 50% （52.0%）
C 市場機会 25%
１. 製品市場 60% （55.0%）
２. 炭素市場 40% （45.0%）
D 政策協力 20%
１. 情報公開 50% （47.0%）
２. 政策協力 50% （53.0%）
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象として行った。調査は 2009 年８月１日から 31 日までの間に、個別専門家への訪問やＥ
メール及び電話アンケートを通じて行われた。
　加重値調査の結果をもとにして専門家協議会の論議により調整した加重値は、気候リス












高 500 台企業を優先）を対象にした。資料調査は合計 133 の企業を対象に行った。業種別
でいうと、金属 50、電力４、繊維 13、食品 13、窯業 12、製紙木材9、化学工業 32 である。
　指標及び資料の特性によって調査は２回に分けて行われた。まず、１回目の調査は、気
















































































産高対エネルギー費用比率の平均値は、化学工業 9.6％、製紙木材 10.4％、窯業 16.5％、
『北東アジア研究』第 22 号（2012 年 3 月）
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る。調査対象の全体平均は 2.23 であり、業種別には化学工業 2.07、製紙木材 2.12、窯業
















































　CDM 参加については、対象企業のうち 77.4％が CDM 事業に参加した経験がなく、こ
れからの参加予定もないことがわかった。現在参加している企業は合計８社であり、この
うち４社は電力部門に属している。133 社のうち、22 社が CDM 事業に参加する予定であ
るとの結果が出た。一方、温室ガスの削減実績の登録事業、つまり KCDM に参加してい



















































































１千億未満 67.7 14.4 12.5 20.6 28.5
5千億未満 70.9 28.2 22.7 22.5 36.3
１兆未満 79.8 24.7 21.4 25.5 37.8
5兆未満 72.7 36.0 21.8 30.1 40.5
5兆以上 73.5 38.6 18.7 32.5 41.1
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